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内部統制システムの整備に関する基本方針 

 

 当社は既に以下１から 10 までの各体制を整備しているが、引き続きこれを維持するとともにその充実及び改善を図るものと

する。 

 

１．当社の取締役及び使用人の職務執行の適法性を確保するための体制 

  当社においては、アイダグループ行動指針を定め、その推進のためコンプライアンス担当役員を任命し、その下に

コンプライアンス委員会を設置する体制により当行動指針の徹底を図り、さらに、業務部門から独立した内部統制

監査室を設置し当行動指針の実施状況等の調査を定期及び随時に実施する。 

当社の役職員が法令違反等の疑義のある行為を発見した場合には、コンプライアンス委員を通じコンプライアンス

委員会に報告され、重大性に応じて取締役会において再発防止策を策定する。 

また、当社はアイダグループ企業倫理ホットライン制度運用規程に沿って、内部通報制度を充実させ、コンプライ

アンス違反行為の未然防止、早期発見を図る。 

 

２．当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び当社社内規程に従い適切に保存・管理を行い、また、取締役

及び監査役は、当社社内規程に従い常時これらの文書を閲覧できるものとする。 

 

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

安全、環境、防災、品質、コンプライアンス、輸出管理等に係るリスクについては各業務担当部門にて規則・ガイ

ドラインの制定、運用の監視等を行うことで対応し、当社及びグループ会社の全社的な事業の推進に係るリスクに

ついては、取締役会、経営会議等において多面的に審議し、その決定に従い、対応する。 

 

４．当社の取締役の職務執行の効率性を確保するための体制 

当社では当社グループの全社的な目標として年度方針を定め、取締役はその管掌部門においてその方針に基づいた

部門別目標を策定し、その実施状況を取締役会又は経営会議にて報告する。 

また、重要事項については各規則に定める職務分掌及び意思決定のルールに従い取締役会、経営会議等により充分

に審議をすることにより、関連部門における意思統一を得ることで当該事項の効率的な執行をする。 

 

５．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（1）当社の子会社の取締役等の職務執行の効率性及び当社への報告のための体制 

各グループ会社は、当社年度方針に沿って設定した目標とその実施状況について、毎年定期的に行われる事業計

画審議会で報告し、さらに業務執行状況・財務状況等を定期的に当社に報告する。 

グループ会社は、経営上重要な事項を決定する場合は、グローバル経営管理規程等に基づき、稟議書等で当社に

事前申請し、当社の承認を得るものとする。 

 

（2）当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

グループ会社は、法令若しくは社内ルールの違反又は当該会社あるいは当社に著しい損害を及ぼすおそれのある

事実を発見した場合は都度、当社に報告することとする。 
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（3）当社の子会社の取締役及び使用人の職務執行の適法性を確保するための体制 

当社は、グループ会社の遵守すべき事項をアイダグループ行動指針及びグローバル経営管理規程に定めるととも

に、アイダグループ企業倫理ホットライン制度を導入し、グループ会社の職務執行の適法性を確保する。また、

当社管理部門は、グループ各社の遵守状況等をモニタリングする。 

 

但し、グループ会社の当社への報告及び通報窓口の運用は、現地法に抵触しない範囲で実施するものとする。 

 

６．当社の監査役の補助使用人とその独立性及び監査役指示の実効性に関する事項 

監査役からの要請がある場合には、監査役の指示に従い職務を補助する専任の使用人を配置するものとする。上記

に定める使用人の人事異動及び人事考課については監査役の同意を必要とするものとする。また、当該使用人の指

揮命令権は監査役に属するものとし、取締役からの独立性を確保するものとする。 

 

７．当社の監査役への報告に関する体制 

監査役は取締役会のほか経営会議等に出席し、重要な報告を受ける。 

取締役については、法に定める場合の他、経営会議で決議された事項、当社及びグループ会社に著しい損害を及ぼ

すおそれのある事項、毎月の経営状況として重要な事項、内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項、重要

な法令・定款違反その他コンプライアンスに関する重要な事項等を発見したときは、その事実を監査役会に報告す

る。 

また、当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、当社の監査役監査基準に従い、各監査役の要請に応じて必要

な報告を行う。 

当社及びグループ会社は、上記報告者が報告したことを理由として、不利な取扱いを受けないように、適切な措置

を取る。 

 

８．当社の監査役監査の実効性を確保するための体制 

監査役は代表取締役と定期的に会合をもち、また、必要に応じ都度取締役・使用人と協議し、又は報告を求めるこ

とができるものとする。 

また、監査役の職務の執行について生ずる費用は、監査役監査基準に従い、予算化され、監査役が必要と認めると

きは、相当かつ合理的な範囲で、弁護士等外部専門家を起用し、その費用を事前又は事後に、会社に請求できるこ

ととする。 

 

９．財務報告の信頼性を確保するための体制 

  当社は、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を、企業基盤強化策の一環として位置づけ、財務報告

の信頼性を確保するため、当社グループ全体の内部統制の整備・運用を行い、財務報告に係る内部統制の体制整

備と有効性向上を図る。内部統制監査室は、健全かつ適切な内部統制を確保するために、定期的かつ継続的に内

部統制の整備及び運用状況を評価し、必要な是正・改善措置を提言するものとする。 

  

1０．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

  当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断する。 


